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令和４年度の方針 

  

新型コロナウイルス感染症が世界規模で拡大し、早や２年経ちました。未だ収束の兆しは見ら

れず、伝統的工芸品産業も苦境にあります。首都圏や都市部の百貨店での販売催事をはじめ、地

元での販売イベントの中止が相次いでおります。伝統的工芸品の需要を支える婚礼や茶道・華道

といった行事の減少、更には産地を訪れる観光客も激減しており、ほとんどの産地で売り上げが

減少している状況です。 

このような環境下、令和４年度は、経済産業省ならびに自由民主党の伝統的工芸品産業振興議

員連盟の皆様のお力添えにより、厳しい財政状況下にもかかわらず前年同額の補助金を維持して

いただきました。また事業の実施に当たっては、地方公共団体及び全国の伝統的工芸品産地より

多大のご協力を賜り、深く感謝申し上げます。 

■ 販売機会の創出 

  協会の産地支援事業は多岐にわたっておりますが、販売機会の創出を最優先課題と位置付

けて取り組んで参ります。昨年１１月に全国の伝統的工芸品が集結するオンラインショッピ

ングモール工芸百貨「匠市」をオープンしました。百貨店催事も首都圏外への拡大を図りま

す。また、コロナ禍で販売機会を失った長期在庫に光を当てる新たな販売手法にも挑戦いた

します。 

■ 伝統工芸士のブランド強化 

  新たに２つの取り組みを開始いたします。一つは、伝統工芸士の技術や知識向上、産地協

力の重要性などについての定期的講習を支援する事業。もう一つは、技術継承の危機にある

分業工程の後継者育成を目的として、指導する伝統工芸士を支援する事業です。 

■ 協会証紙 

  伝統的技術・技法を活用する製品に貼付することで、海外製品や大量生産品と差別化し、

販売促進につながることから、引き続き積極的に貼付していただける環境を整えてまいりま

す。 

■ 全国大会 

  秋田県での開催となります。昨年度の愛知大会は、コロナ禍の狭間でありながら感染予防

に最大限配慮しつつ、成功裏に開催することができました。今年も、国、地元及び工芸士会

と緊密に協力して、東北の方に喜んでいただける大会となるように尽力いたします。 

最後に、関係者間のコミュニケーションは益々重要となってまいります。組合事務の省力化を

目的とした「メール直送便」に加え、原材料や道具の情報などの情報をインターネットで共有

し、解決につなげる掲示板「産地よろず相談室」を開設いたしました。是非ご活用ください。 

引き続き、関係各位の変わらぬご指導、ご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
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令和４年度 事業計画 

 

 

１．人材確保及び技術・技法継承事業 

(１) 伝統工芸士認定等事業 

① 伝統工芸士の認定 

内  容 ： 伝統的な技術・技法に熟練した従事者を「伝統工芸士」として認定し、称号

を付与。 

実施方法 ： 受験資格は、産地での実務経験１２年以上の現役従事者で、伝産協会が認める

公的な研修施設での研修期間も経験年数に含めることができる。試験は実技・

知識・面接試験を実施する。 

産地は、産地内従事者に対し広く受験希望者を募集する。伝統工芸士は一定

の技術水準取得者であることはもとより、後継者育成をはじめとする産地振

興・活性化へのリーダーとしての協力も要件とする。 

伝産協会は、産地委員会の運営への助言、実技試験の立会を行い、厳正かつ公

平な試験実施を行う。 

目的･狙い： 産地の伝統的技術・技法の継承と知識・技術水準向上により産地後継者育成

指導者を認定することが目的。伝統工芸士の認定を受けた者は、後継者の育成

に中心的・指導的役割を担う者としての自覚をもって活躍頂き、面接試験の場

において改めて自覚を促す機会とする。一般消費者に対しては、伝統工芸士の

称号を活用した活動を行うことで、社会的認知と信頼性を高める。 

② 伝統工芸士更新試験の実施 

内  容 ： 認定登録された伝統工芸士に、原則５年ごとに更新試験を実施。 

実施方法 ： 対象の伝統工芸士に対し案内を送付。産地組合は受験者を取りまとめ、実施

計画書を伝産協会に提出後、実技（作品審査可）試験、面接試験を実施。更新

試験受験を称号使用の条件とし、未受験の伝統工芸士に対し、「伝統工芸士名

称の使用停止」や「伝統工芸士名簿からの登録抹消」等の対応を行う。 

目的･狙い： 「伝統工芸士」が高い技術を保持し、後継者を指導する等産地のリーダーで

あり続けることで、伝統工芸士称号のブランド力を高め、伝統工芸士の製造す

る商品に対する消費者の信頼度を高めることにつなげる。該当する伝統工芸士

がもれなく受験し、未受験者が引き続き伝統工芸士を名乗り続けぬよう徹底す

る。 
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③ 伝統工芸士講習会の開催 

内  容 ：伝統工芸士の製造技術向上や産地の振興のために講習会を各産地で開催する。 

実施方法 ： 伝統工芸士を対象とした講習会を開催し、講師謝金・旅費ならびに会場費を

補助。産地全体の活性化の観点から、研修会には伝統工芸士に認定されていな

い従事者の参加も認める。 

目的･狙い： 伝統工芸士がともに学ぶ機会を設け、交流することにより、伝統工芸士の技

術の向上ならびに産地の振興事業の活性化を目指す。 

④ 名誉伝統工芸士の認定 

内  容 ： 現役を引退して伝統工芸士称号を返上した後も、特にその高い技術や見識に

より、第一線で働く技術者のお手本となる者を名誉伝統工芸士として認定し、

その実績に敬意を表し、引き続き産地振興への協力をお願いする。 

実施方法 ： 伝統工芸士として産地で活動した後に現役を引退し、伝統工芸士称号を登録

抹消後５年以内の元伝統工芸士について、産地組合代表者ならびに産地伝統工

芸士会会長による推薦書により協会で協議して認定する。 

目的･狙い： 現役を引退してなお、助言等により産地振興に貢献できる人物に敬意を表し、

引き続き産地振興への支援を得る。 

 (２)学生等に対する伝統的工芸品教育等事業 

内  容 ： 産地近隣の小・中・高・大学生等に対して、工芸品が日本人の暮らしに使わ

れてきた歴史や、現代生活での使い方等の説明、伝統的工芸品の理解促進のた

め、特性、技術・技法、原材料に関する講習や工芸品の製作体験を実施。 

実施方法 ： 実施を希望する小・中・高・大学等からの要請に基づき、講習、製作実演・体

験等を実施。なお、製作体験の実施は必須ではない。 

目的･狙い： 若年層に、伝統的工芸品や和文化への親近感を抱かせ、家庭に持ち帰って話

題にすることで、伝統的工芸品の愛好者、購買層の拡大への効果も狙う。身近

に伝統的工芸品に接する機会を作ることで、世界の中でも特色のある日本の生

活文化への関心喚起と、伝統的工芸品との関わりを説明し、体感させ、将来の

作り手や使い手の醸成を図る。産地間の予算格差を縮小し、未実施産地に積極

的に活用を促す。 

 (３)後継者育成等事業 

① 新規従事者への指導に対する支援 

内  容 ： 産地内熟練技術者が新規従事者に対する技術・技法等の実技講習会等を実施

し、熟練技術者が指導する際の謝金を補助。 

実施方法 ： 採用後３年以内の従事者に対し、伝統工芸士もしくは伝統工芸士と同等の技

術を有する産地内従事者が実技指導を行う。また、年度内に全体講習会を実施
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する。 

目的･狙い： 後継者の確保、育成の必要性を感じながら、経費面で採用を躊躇している産

地が技術後継者の確保と育成を効果的かつ円滑に実施できることが目的。産地

規模が小さい、後継者が少ない工程の新規従事者を優先的に補助する。 

  また、全体講習会は、支援による指導を受けている従事者だけでなく、過去

に本事業による指導を受けた従事者も受講できるようにし、講義だけでなく技

術習得意欲を高めることに有効な施設への見学も実施し、産地内で孤立し、就

業途中で離職しがちな新規従事者の、将来の産地を担う作り手としての意欲や

人間関係の構築に資する。 

② 技術集約に対する支援 

内  容 ： 分業により製造を行っている産地において、新しい工程の技術を習得しよう

とする伝統工芸士に対する技術・技法等の実技講習会等を実施し、指導する際

の謝金を補助。 

実施方法 ： 従来取り組んでいなかった工程の技術・技法を伝統工芸士が習得するにあた

り、その部門の伝統工芸士が実技指導を行う。実施にあたっては他産地の伝統

工芸士の指導を受けることも可とする。 

目的･狙い： 需要全体が減少傾向にあることにより、分業でひとつの工程を分担している

だけでは十分な仕事量・収入が確保できずに離職者が増え、貴重な技術が失わ

れつつある現状に対応するため、高い技術を持った伝統工芸士が専門外の工程

の技術・技法を習得することにより、仕事量・収入を確保して離職を防ぐ。ま

た、他産地の伝統工芸士から技術を習得することにより、特定工程の技術が失

われることを防ぐ。 

 

２．産地指導事業 

(１)伝統的工芸品表示等事業 

① 検査体制の整備促進事業 

内  容 ： 伝統証紙を貼付する伝統的工芸品の検査体制の確認及び指導。 

実施方法 ： 伝産協会の職員が産地を訪問。産地の検査実施体制を確認し、伝統的工芸品

表示の公正かつ厳格な検査体制を確保し、効率的な運営を図るよう改善指導す

る。また、実施内容が比較的模範的な産地を公表し公正な実施の推進を図る。 

目的･狙い： 消費者に誤認混同を与えない範囲で、効率的な表示実施態勢を産地組合と共

に整える。複数の協会職員が産地を訪問することで、情報交換を行い、実情を

把握して協会事業利用の助言を行うとともに、新規事業企画立案への情報収集

の場とする。 
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② 伝統的工芸品等の表示に関する指導及び表示事業の推進 

内  容 ： 伝統証紙の貼付率の向上、伝統マークの使用方法を周知したうえで認知度拡

大のＰＲを広く行う。また、伝統マークの商標権を保全し、伝統マークの価値

を高める。 

実施方法 ： (イ) 伝産協会が発行する伝統証紙の貼付率の向上のために、その意義や効果

などを周知させる。 

 (ロ) 染織品、和紙を対象とした素材表示事業を希望する指定産地組合等に対

し、適正かつ円滑な運用のための助言、指導を行う。 

目的･狙い： 伝統マーク・伝統証紙の認知度及び価値を高めることにより、伝統的工芸品

の品質維持向上を促進させるとともに、国内外の類似商品に対し、消費者の誤

認混同を防ぎ、作り手の顔が見える工芸品の良さを広くアピールする。 

③ 伝統的技術・技法を継承した製品に対する協会証紙事業の実施 

内  容：  伝統的技術・技法の継承と活用による製品の拡大を図るため、産地と共に新

たな品質表示の仕組みを構築し、産業基盤の強化に資する。 

実施方法 ： 協会証紙採用産地は、貼付する製品を検討し、業種ごとに協議して貼付に関

する規程を定める。規程を定めた業種から順次、協会証紙を導入する。 

目的･狙い： 伝統証紙を貼付できる製品が減少しているため、消費者が伝統証紙を目にす

る機会も減少しているが、貼付できる範囲の広い協会証紙の活用を積極的に進

め、多くの製品に協会証紙を貼付することで、協会証紙よりも厳しい条件をク

リアした製品にしか貼付できない従来の伝統証紙の再認識にも繋げる。 

(２) 伝統的工芸品産業産地調査・研究・診断等事業 

内  容 ： 産地の現状を把握するための産地規模に関する基本調査や自治体の伝統的工

芸品産業支援関連補助金の調査、原材料等に関する調査等を実施。 

実施方法 ： 産地実勢調査、自治体伝統的工芸品産業支援関連補助金調査は、調査票を配

布、集計を行い、協会事業の基礎資料として活用する。 

目的･狙い： 調査結果を元に、特定の共通項に絞ることで、問題を明確にし、ピンポイン

トで実践的な問題検討を行って実地への応用を目指す。 

(３) コンサルタント産地支援等事業 

内  容 ： 意欲とポテンシャルのある産地に外部コンサルタントを派遣し、産地が抱え

る課題の把握と、課題克服のための総合的な支援を行う。 

実施方法 ： 消費者のターゲティングや新商品開発、販売戦略、PR戦略等について具体的

な対策立案を行い、活性化計画策定等を支援する。 

目的･狙い： 当該年度に留まらず、複数年に亘りコンサルタントが伴走する形で、産地の

振興計画等の策定を支援することで、中期的な産地全体のレベルアップを目指
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す。 

(４) 産地ネットワーク構築等事業 

内  容 ： 産地、伝産協会、国等の連携を深めるためのネットワークを構築する。 

実施方法 ： 外部委託により、ITの活用等、効率的な情報共有の手段を検討し、構築する。

また、産地間や伝産協会、国等のネットワークの強化に資する事業を実施する。 

目的･狙い： 伝統的工芸品産業の関係者の間に、幅広いネットワークを築き、情報共有の

範囲を広げることで、効率的な事業の実施や支援に繋げる。 

 

３．普及推進事業 

(１) 伝統的工芸品普及等事業 

内  容 ：情報入手方法の多様性に対応し、媒体の特性と効率性を重視してインターネッ

ト、ＳＮＳ等の電子媒体の充実を図るとともに、幅広い顧客層に対して旧広報

媒体の精査選別を行い、「伝統的工芸品」の訴求効果の高いＰＲを実施する。令

和４年度は主にオンラインショッピングモール「匠市」のＰＲを強化し、それ

に付随するかたちで「伝統工芸青山スクエア」への集客、証紙事業・伝統工芸

士の認知度向上を図る。 

実施方法 ： (イ) 新聞や雑誌、ポスター、看板広告等の媒体の選別と効率化を徹底し、電

子媒体を含め効果的に活用する。 

 (ロ) 伝統的工芸品紹介映像のほか訴求力の高い各種映像を国内外で放映、ま

た各種媒体で活用及び提供することで伝統的工芸品及び「TEWAZA」の映像

露出を増やす。 

 (ハ) 伝統的工芸品のシンボルマ－クである「伝統マ－ク」ならびに「伝統証

紙・協会証紙」、協会の認定する「伝統工芸士」を積極的にＰＲして消費者

の理解を深め、伝統的工芸品の普及推進に資する。 

 (ニ) 各種報道機関やインフルエンサーに対するパブリシティ活動を積極的

に実施。 

 (ホ) 指定産地組合等、関係団体、地方公共団体等が主催する展示会、求評会

等に対し、共催・後援あるいは協会賞の贈呈を行うほか、全国各地で開催

される展示会等に対し出品協力を行い、伝統的工芸品等を広く紹介する。 

     （へ）各媒体でのＰＲによる青山スクエアへの集客数、ホームページやＳＮＳ

アクセス数、「伝統マーク」認知数などの効果測定及び分析を行う。 

 (ト)話題性・融合性を呼ぶ人材を活用し、伝統的工芸品や地元の紹介を実施

することで、普及や観光客誘致につなげる。 

目的･狙い： 伝統的工芸品の特長をＰＲし、伝統的工芸品並びに伝統的工芸品産業に関する

国内外への普及促進を図るとともに、伝統的工芸品関係者以外からの注目度を
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高め、社会的な支援を拡大する。 

(２) 伝統工芸青山スクエア等事業 

内  容 ： 伝統的工芸品の総合展示・情報発信において国内唯一の施設として、国内外

のお客様に対して伝統的工芸品を広く紹介し、消費者と産地間の情報交換及び

需要の拡大につなげる。 

  伝統的工芸品を紹介するにあたり変化する消費者の生活スタイルや季節に合

わせた展示を随時行い、伝統的工芸品の魅力と使い方を伝えていく。 

  また、出品産地組合等関係者に対し、消費者のニーズ、製品への要望などを

適時適切な方法で伝えるとともに、産地情報発信の場としての活用を促し、作

り手と使い手の交流の場となるよう運営の活性化を進める。 

実施方法 ： (イ) 常設展示により、高品質で鮮度の高い商品を魅力的に展示することはも

とより新たな使い方、季節や歳時記に合わせた提案を随時行う。また、映

像、ＰＯＰやカタログ等の活用の他、近年重要なツールとして必要なＳＮ

Ｓの発信を積極的に行い、幅広い年代層のお客様に分かりやすく伝える。 

指定産地組合等、地方公共団体、生産者のグループ等が出品可能。 

 (ロ) 特定の地域や工芸品、ライフスタイル、歳時記にスポットを当てた特別

展示、青山スクエア考案の企画展示、小グループや単独の伝統工芸士によ

る匠コーナー展示など魅力のある展示会を開催。 

指定産地組合等、地方公共団体、生産者のグループ、伝統工芸士会等が  

出品可能。所定経費の１／２を補助。 

 (ハ) 資料、映像やＳＮＳ、ホームページ等を広く積極的に活用し、情報提供

を行うほか、産地で話題を集めた製品や優秀な伝統的工芸品の紹介も実施

していく。 

 (ニ) 産地情報、工芸品の技術・技法の説明、お手入れ方法や日々の生活への

取り入れ方等、幅広い消費者に対し購入促進のみならずコンシェルジェ的

な立場として対応し需要の喚起につなげる。 

 (ホ)「友の会」会員と「友の会」運営の活性化を通して、新たな伝統的工芸

品ファン獲得と固定化を図り、来店頻度の向上・顧客化につながる施策を

実施。伝統的工芸品への理解を更に深めていただき、普及・拡散していた

だけるようにしていく。双方向の情報発信・コミュニケーションをＳＮＳ

の活用を中心に強化する。  

 (へ) 新型コロナウイルスにより来場が減少している外国人への対応として

長期滞在の伝統的工芸品に興味のあるお客様を対象として居心地がよく、

分かり易く楽しく伝統的工芸品を知ることができる安心安全な環境の充

実を図る。 
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 （ト）新型コロナウイルス鎮静後に向け潜在的な来店需要として旅行業関係

者、ホテル関係者に対し引き続き密接な関係を構築する。 

 （チ）外務省並びに関係省庁及び国内法人へ情報提供等による関係強化を図り 

需要を喚起する。 

目的･狙い： 伝統的工芸品の実物や伝統的工芸品の生産者等の産地関係者に直に接する機

会を設けることで、消費者に対して伝統的工芸品産地に関する理解を促進し、

需要を喚起する。また産地には消費者のニーズに対応する商品・サービス開発

の契機とし、伝統的工芸品をより日常生活の中で使用していただける提案を強

化継続し、持続的な生産力・販売力の成長に繋げていく。 

(３) 伝統的工芸品月間推進等事業 

   下記の各事業を骨格としつつ、伝統的工芸品を日本の「ものづくり」「職人技」「生活文

化」等の原点と位置付けて、広く国内および海外の関心を喚起し、継続的な工芸品振興の

契機となる一大イベントとして開催する。秋田県主催の事業と共に、同時開催の各事業を

効果的に連携する。 

① 伝統的工芸品月間国民会議全国大会記念式典の開催 

内  容 ： 伝統的工芸品産業功労者等の表彰、大会宣言の発表等を行う。 

実施方法 ： １１月１７日に秋田県秋田市において、経済産業省、地元伝統的工芸品月間

推進協議会との共催により挙行する。 

目的･狙い： 産地関係者が一堂に会する機会を設け、伝統的工芸品産業全体の結束を固め

るとともに、広く国民全体にＰＲする。 

② 伝統工芸ふれあい広場・秋田（仮称）の開催 

内  容 ： 伝統的工芸品の愛好者拡大、需要拡大、生産者確保につながるイベントとす

べく、使い手が楽しさを体感できる企画と、伝統的工芸品の技の披露、伝統的

工芸品のある生活シーンの紹介を効果的に演出するとともに、全国各地の伝統

的工芸品の産地再評価へ繋げる契機とする。 

実施方法 ：１１月１８日から２０日まで秋田県秋田市において開催。参加希望を募るとと

もに、工芸品を楽しむ企画に応じた専門事業者の活用により実施する。 

製作体験指導者の旅費・謝金、実演用具運搬費を補助。 

目的･狙い： 国内外に、日本の伝統的工芸品と「ものづくりの技」、「工芸品のふるさと」

への関心を喚起し、注目度向上を狙う。普及及び需要拡大の起点となるととも

に、国内外に伝統的なものづくり日本の伝統的工芸品への理解を深めていただ

き、作り手の後継者確保の契機とする。 

③ 日本伝統工芸士会作品展の開催 

内  容 ： 伝統工芸士の作品を一堂に展示し、コンクールを実施。 
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実施方法 ： １１月１８日から２０日まで秋田県秋田市において、日本伝統工芸士会との

共催により開催。審査会を行い、各賞を授与する。応募作品は伝統工芸士が製

作した、他コンクールへの未出展作品。 

目的･狙い： 伝統工芸士がその技量を競い合うことにより産地の枠を越え技術水準の向上

と創意を磨く。また、一般消費者への披露により、伝統工芸士の技術に対する

信頼性と社会的評価の向上を図る。 

④ 全国くらしの工芸展の開催 

内  容 ： 伝統的工芸品及びその伝統的技術・技法を活用した二次製品等を、全国大会

開催地において展示販売し、国内外の愛好家へ訴求する。 

実施方法 ： １１月１８日から２０日まで秋田県秋田市において開催。指定産地組合が認

めた者（産地組合、伝統工芸士会等によるグループ及び個人での出品も可能）

が出品できるが、出品者が搬入・搬出及び会期中のアテンドを行う。また、流

通事業者の呼び込みにより展示会開催後の商取引への機会を提供する。 

目的･狙い： 国内外への周知度の拡大、需要の拡大と継続的商取引の契機とし、販路の開

拓を目的とする。 

⑤ 伝統的工芸品月間関連催事支援事業 

内  容 ： 伝統的工芸品月間を幅広く広報し、伝統的工芸品月間を周知する目的で開催

される伝統的工芸品関連催事を支援する。 

実施方法 ： 伝統的工芸品月間である１１月を中心に、複数の産地が参加する伝統的工芸

品関連催事で、伝統的工芸品月間をＰＲする催事に対し、一部経費補助を行う。 

目的･狙い： 伝統的工芸品月間国民会議全国大会の開催地以外でも、伝統的工芸品月間を

告知することで、全国的な伝統的工芸品の普及・需要開拓キャペーンに繋げる。 

(４) ＩＴを活用した伝統的工芸品産業推進等事業 

① ホームページ等を活用した伝統的工芸品の情報公開及び普及活動 

内  容 ： 情報収集の構造変化に順応し、インターネット上で伝統的工芸品に関する情

報を公開するとともに、オンラインを使った伝統的工芸品の販売の可能性を探

る。 

実施方法 ： 専門の業者に、電子媒体における掲載内容の作成およびサーバーの運営を委

託。伝統的工芸品の情報発信の核となるよう、内容や産地との双方向情報交換

の環境を整備するとともに、現代生活において消費者が興味を引く新たな情報

の提供や魅力的な製品を提案。 

      百貨店や美術館等の外部で行う催事情報に関しても、来場意欲を高めるよう

な鮮度のある魅力的な情報を発信及び更新していく。 

伝統的工芸品の背景となる地域、文化など関連情報とのリンクにより提供す
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る。 

目的･狙い： 簡単に情報にアクセスし情報共有及び拡散ができるインターネットの利点を

最大限に生かし、多種多様な伝統的工芸品の魅力を訴求する。 

②オンラインショッピングモール工芸百貨「匠市」の運営及び活性化 

内  容 ： 昨年構築したオンラインショッピングモール工芸百貨「匠市」の運営を行う

と共に、産地関係者への出店促進、サイトの機能向上、消費者へのＰＲ等を行

うことでサイトの活性化を図る。 

実施方法 ： サーバーを含めたサイト保守業務は専門の業者に委託。コンテンツの更新や

サイトの日々の運営業務を行い、未出店の産地関係者への状況ヒアリングやサ

ポートを通じてより多くの産地が本サイトへ出店して頂けるように出店を促

進する活動を行う。またサイト内の機能や表記などにおいて、消費者及び出店

者にとっての利便性を上げるため、サイトの機能向上にも努める。消費者の本

サイト認知度を向上させる為に、Ｗｅｂ媒体を活用したオンラインでの販売に

適したＰＲ活動を行う。 

目的･狙い：消費者の使いやすさはもちろん従来オンラインでの販売の経験がなくても簡

単に参加・使用できるようなオンラインショッピングモールを構築し、産地関

係者の販路を拡大する。簡単にアクセスできるインターネット上での販売を行

うことで従来とは異なる新規の購買層も獲得し、新たな伝統的工芸品の需要を

開拓する。 

 

４．需要開拓事業 

(１) 伝統的工芸品公募展等事業 

内  容 ： 伝統的工芸品の総合コンク－ル展示会を開催。 

実施方法 ：現代の暮らしの中で活きる優れた工芸品を募集してコンクールを行い、工芸品

の技術・デザイン・機能・市場性を競う。応募された作品は「技術の高さ」に

のみ注視した作品評価ではなく、「日常生活で使用すること」を高く評価の対

象とする。見て愛でるためではなく、生活の中で消費者が使用できる実用性を

兼ね備えた作品を求め、伝統的工芸品の製品指標となる作品コンクールとして

実施する。優秀作品には内閣総理大臣賞、経済産業大臣賞以下各賞を授与。審

査後、応募作品は「国立新美術館」にて一般公開し、入賞・入選作品を「伝統

工芸青山スクエア」等にて展示紹介し、多方面への紹介による普及促進を図る。

国立新美術館及び伝統工芸青山スクエアでの展示会の更なる質向上に努める。 

目的･狙い： 優れた作品を顕彰して集中的に広報活動を行うことにより、受賞の価値が上

がり、コンテスト参加意義が高まる。同時に作品を、消費者に対して現代の暮

らしの中で映える製品として提唱することで需要拡大の契機となる。また、国
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立新美術館・伝統工芸青山スクエア等にて展示会を開催することで、より広く

応募作品及び伝統的工芸の魅力を知らしめ、そして消費者意識をとらえるため

の工夫やアイディアとは何かとの課題と向き合い、伝統的工芸品の未来を示唆

する作品を紹介することを目指す。 

(２)外部人材協業等事業 

内  容 ： 現代のライフスタイルに調和する新しい商品開発を促し、新たな販路を開拓

する。 

実施方法 ：（イ）新商品開発に興味のある事業者を募集し、商品開発にとどまらず、販路

を持っているプロデューサーとともに商品開発を行い、展示会等で披露す

る機会を設ける。 

 （ロ）新たな商品開発を目指す事業者を対象に、専門家によるセミナーを実施

し、商品開発におけるアドバイスなど、販路開拓に必要となるスキルを伝

授する。 

目的･狙い： 伝統的技術・技法の新たな市場を開拓し、新商品開発の一助となるためのサ

ポートを行う。また、展示会等に参加することで新しい消費者層を取り込む。 

(３)販路開拓展示等事業 

① JAPAN TRADITIONAL CRAFTS WEEK（JTCW）の実施 

内  容 ： 伝統的工芸品は現代の生活シーンで使用されることが重要であることから、

消費者に対し「衣食住」を提案する小売店舗等との共同事業により、生産者と

の継続的な関係強化を進める。期間中は参加店舗を通じて工芸品や産地のＰＲ

及び展示販売を行う。 

実施方法 ：１０月下旬から１１月上旬に掛けて大消費地である東京のセレクトショップ、

インテリアショップ、ファッション店等において実施。参加する店舗が希望す

る伝統的工芸品産地とコラボレーションし、商品開発や展示販売、制作実演や

制作体験指導などを行うとともに消費者・流通関係者及び各種メディアへのア

プローチを実施する。銀座・中目黒の数店舗がまとめて参加する「エリアジャ

ック」を実施し、イベントの認知度向上にも努める。 

目的･狙い：生活提案型の販売、最小限の流通経路による恒常的ニーズ把握、販売員派遣や

委託販売慣行の見直しの試み等を通じて、伝統的工芸品の販売に対する国内外

の消費者・流通関係者の理解の増進、伝統的工芸品の販路の拡大を図るととも

に、産地と消費地販売店との自立的継続的取引の増加を目的とする。 

② 伝統的工芸品展ＷＡＺＡ（仮称）の開催 

内  容 ： 大消費地において、全国の経済産業大臣指定伝統的工芸品及びそれに準じる

工芸品を一堂に展示・紹介するとともに伝統的工芸品使用生活を喚起する。伝
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統的工芸品の大集約催事を目指す施策を検討する。 

実施方法 ： 経済産業大臣指定伝統的工芸品を一堂に集め、展示・紹介する。 

      地方自治体の支援が得られない指定伝統的工芸品の出展にも方策を講じる。 

目的･狙い： 大消費地における伝統的工芸品の普及啓発、潜在的需要の喚起、今日の生活

に対応する商品開発や商品展示、消費者との直接対話によるニーズの把握等に

より、同産業のより一層の発展を目的として開催。 

③ 日本の職人展（仮称）の開催 

内  容 ： 工芸品を生活の中で愛用し育てる愉しみや、お気に入りに囲まれる豊かな暮

らしを提案する催事を、大阪府の商業の中心地のひとつともいえる梅田駅直結

の阪急百貨店にて開催する。 

実施方法 ： 経済産業大臣指定伝統的工芸品産地から生活提案型の展示及び実演等。 

目的･狙い： コロナ禍が長引き全国の伝統的工芸品産地の状況が厳しい中、少しでも販売

機会を増やすべく、近畿地区を発信拠点とした伝統的工芸品の魅力訴求および

需要喚起を行うことを目的として開催。 

④ その他の展示会への出展 

内  容 ： 国内で開催される伝統的工芸品の普及に関する展示会に出展する。 

実施方法 ： 若い世代が関心を持つ展示会等への出展を検討。 

目的･狙い： 今後、伝統的工芸品を日常生活に取り入れる可能性のある潜在的消費者であ

る若い世代に伝統的工芸品を訴求するため、各種展示会に積極的に出展する。 

(４) 海外展開支援・調査等事業 

内  容 ： 海外展開に関する産地関係者等の体制構築を支援し、自立的な展開を目指す。 

実施方法 ： (イ) フランス・パリの市場の反応を直接みるため、ＢtoＣのテストマーケテ

ィングを行う。富裕層へより効果的なアプローチができる体制を整えつつ、

常設展示場をリニューアルし、現地の声を届けられるようにする。 

 (ロ) 中国重慶の常設展示場を拠点に、拡大する中国市場への伝統的工芸品の

普及及び産地関係者等へ海外展開に関する情報の伝達を行う。普及に向け

た活動として、集客に焦点を絞りイベント等を企画することで日本の伝統

的工芸品の正確な情報と魅力を発信する。さらに領事館や地方自治体など

各方面と連携し、販路拡大に向けた効果的なアプローチを行う。 

目的･狙い： 世界的認知度の向上と販路拡大を目指す。幅広い工芸品を紹介することで、

現地での声を産地にフィードバックする。 

 

５．その他の振興事業 

内  容 ： 伝統的工芸品産業界の内外において、積極的に連携を進める。 
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実施方法 ： (イ) 伝統的工芸品産業界以外の有力企業等と連携事業を進める。 

 (ロ) 指定産地組合等の組織化推進等を図る。 

  ＜現在連携している団体＞ 

   ・日本伝統工芸士会（１８７産地工芸士会） 

  ・全国伝産会館運営連絡協議会（６会館） 

 （伝産会館のほか、産地の運営する施設の情報収集を図り、活動情報

発信のネットワーク化を進める。） 

  ・全国伝産陶磁器組合協議会（２６産地） 

  ・全国伝産金工品組合協議会（１１産地） 

  ・全国伝統的工芸品仏壇仏具組合連合会（１４産地） 

目的･狙い： 業界内部にネットワークを構築し、伝統的工芸品の普及啓発・需要開拓に資

するとともに、業界外部にもネットワークを構築し、産地振興に寄与する。 



　 （単位:円）

予算額 前年度予算額 増減 備       考

【一般正味財産増減の部 】

１．経常増減の部

（1）経常収益

①基本財産受取利息 2,000,000 3,000,000 ▲ 1,000,000

②受取補助金等 719,000,000 719,000,000 0 国庫補助金収益

③受取会費 34,300,000 34,300,000 0

④事業収益 229,100,000 232,100,000 ▲ 3,000,000

伝統工芸士認定等事業収益 6,200,000 6,200,000 0 受験料、登録料、更新料

新規従事者指導支援事業負担金収益 12,000,000 12,000,000 0 前年度は、体験交流事業分含む

伝統証紙事業収益 2,300,000 2,300,000 0 証紙、楯等頒布収入

伝統工芸青山スクエア事業負担金収益 65,900,000 65,900,000 0 常設・特別展出品管理料他

全国くらしの工芸展負担金収益 4,000,000 4,000,000 0 出品管理料

伝統的工芸品展WAZA負担金収益 47,600,000 50,600,000 ▲ 3,000,000 都府県・政令市等負担金

販路開拓展示会負担金収益 2,500,000 2,500,000 0 出品管理料

全国伝統的工芸品公募展負担金収益 1,600,000 1,600,000 0 出品管理料

都府県等月間負担金収益 16,500,000 16,500,000 0

その他事業収益 70,500,000 70,500,000 0 WAZA展他

⑤雑収益 2,600,000 2,600,000 0

その他受取利息 4,000 4,000 0 利息収入

その他収益 2,596,000 2,596,000 0 懇親会会費収入、消費税還付金ほか

経常収益計 987,000,000 991,000,000 ▲ 4,000,000

（2）経常費用 0

事業費 896,800,000 902,000,000 ▲ 5,200,000

①人材確保及び技術・技法継承事業 122,000,000 128,000,000 ▲ 6,000,000  

伝統工芸士認定等事業費支出 17,000,000 11,000,000 6,000,000 講習会開催経費含む

学生等に対する伝統的工芸品教育事業費支出 65,000,000 77,000,000 ▲ 12,000,000

後継者育成等事業費支出 40,000,000 40,000,000 0

②産地指導事業 30,600,000 30,600,000 0

指定産地振興指導等事業費支出 600,000 600,000 0

伝統的工芸品産地調査・研究・診断等事業費支出 2,000,000 2,000,000 0

コンサルタント産地支援等事業費支出 25,000,000 25,000,000 0

産地ネットワーク構築等事業費 3,000,000 3,000,000 0

③普及推進事業 384,800,000 368,200,000 16,600,000

全国伝統的工芸品普及等事業費支出 74,000,000 74,000,000 0

伝統工芸青山スクエア等事業費支出 176,500,000 176,500,000 0

伝統的工芸品月間推進等事業費支出 75,300,000 82,700,000 ▲ 7,400,000

ＩＴを活用した伝統的工芸品産業の活性化等事業費支出 59,000,000 35,000,000 24,000,000 オンラインショッピングモール、SNS強化

④需要開拓事業 218,400,000 237,000,000 ▲ 18,600,000

伝統的工芸品公募展開催費等事業費支出 11,000,000 12,000,000 ▲ 1,000,000

外部人材協業等事業費支出 17,000,000 12,000,000 5,000,000 ものづくりフロンティア

販路開拓展示等事業費支出 123,000,000 138,000,000 ▲ 15,000,000 JTCW、WAZA展等

海外展開支援・調査等事業費支出 67,400,000 75,000,000 ▲ 7,600,000

⑤その他振興事業 64,000,000 64,000,000 0

伝統証紙事業費支出 3,000,000 3,000,000 0

くらしの工芸品展事業費支出 4,000,000 4,000,000 0

その他振興事業費支出 57,000,000 57,000,000 0 WAZA展等産地支払い

77,000,000 74,200,000 2,800,000

管理費 90,200,000 89,000,000 1,200,000

管理諸費支出 42,000,000 42,000,000 0 賃料、共益費他

事務諸費支出 11,200,000 11,200,000 0

理事会・評議員会等開催費支出 4,000,000 4,000,000 0

管理費役職員人件費 33,000,000 31,800,000 1,200,000

0 0 0

経常費用計 987,000,000 991,000,000 ▲ 4,000,000

評価損益調整前当期経常増減額 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0

２．経常外増減の部 0

経常外収益計 0 0 0  

経常外費用計 0 0 0  

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0

令和４年度収支予算書
（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

勘定科目

⑥事業費役職員人件費

伝統的工芸品展WAZA引当金支出



一般財団法人

伝統的工芸品産業振興協会
〒107–0052　東京都港区赤坂 8-1-22
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